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１．補助金の仕組みについて 

 質問 回答 

1-1 公募は先着順で採用されますか？ 先着順ではありません。 

1-2 既に開発が進行中の事業は補助の対象になります

か？ 

既に進んでいる事業は対象外です。 

但し、事業を適切に分割して、交付決定後に開始する事業を作ることで、補助を受けられる場合が

あります。交付決定通知前に発生した経費は補助の対象になりません。また、公布決定通知前に発

注（契約）を行うと補助の対象にならないので注意して下さい。 

1-3 ひとつの開発業務を、複数の会社が分担して実施

する場合、それぞれが応募することは可能か？ 

個々の会社が担当業務について申請することは可能です。但し、審査は個別に行うので、両方とも

採択されるとは限りません。 

1-4 複数の補助金申請を行っても良いですか？ 雇用数が満たされれば、複数の応募も可能です。但し、雇用の重複のカウントはできません。 

なお、予算を超える多数の応募があった場合には、１社複数の採択が審査で否定的な要素と判断さ

れる可能性が有ります。 

1-5 「ひょうご次世代産業高度化プロジェクト」に参

加するメリットは何ですか？ 

補助金、セミナー、企業間マッチングなどの、「ひょうご次世代産業高度化プロジェクト」の事業

のサポートを受ける前提となります。未参加企業は補助金の申請を行うことができません。 

1-6 「ひょうご次世代産業高度化プロジェクト」の参

加申込書に、対象業種にチェックを入れる欄があ

るが、該当する事業が複数ある場合はどうする

か？ 

該当する業種すべてにチェック入れてください。また、（別紙）補助事業計画書の業種欄にも、該

当する業種をすべて記入して下さい。 

1-7 

 

補助金の申請額は、上限額（50万、100万、250

万、500万）に合致させる必要はありますか？ 

上限額に合致させる必要はありません。例えば 1人に雇用実績（又は計画）に基づき、上限額であ

る 100万ではなく、70万で申請することも可能です。 



1-8 

 

計画していた雇用が、事情により見込めなくなっ

た場合はどうすればよいですか？ 

雇用計画の未達成が確実になったら、速やかに NIROに連絡をして、変更申請を提出してくださ

い。補助金の交付決定額が変更になる場合があります。 

1-9 

 

会社の主たる業務は商社ですが、一部事業ではメ

ーカー（製造業）の機能も有しています。補助金

の申請の前提となる対象業種となりますか？ 

補助を申請する事業（メーカーの機能）が会社定款等に記載されており、また実際に当該事業を行

った実績があり、かつ、当該事業が指定業種に該当する場合には、補助金の申請をしていただけま

す。 

1-10 ものづくり補助金を利用して上工程にロボットを

導入する計画だが、その下流の検査装置導入に本

補助金を活用可能か。 

別のプロジェクトと見なせるため、問題無い。但し、ものづくり補助金が不採択の場合の対応を申

請書で表明すること。不採択時にも、本補助事業の実行に影響が出ないならば問題無い。 

1-11 特定顧客向けの製品開発に適用できないとの記述

がある。開発成果を先ず A社向に適用するが、そ

の後他向けにも適用する計画がある場合にはどう

か？ 

特定顧客向けではなく、多数の需要家向けの事業と考えられるので、本補助金の適用は可能であ

る。具体的に問合せをすることを推奨する。 

1-12 特定顧客向けの製品を専ら製造しているが、ロボ

ットや IoTを導入して効率化を図りたい。補助対

象になるか？ 

導入した設備・技術が特定顧客向け以外の製品製造に使えるのであれば補助対象になる。 

但し、例えば金型のように、他に転用できない場合には問題となる可能性があるので、個別に相談

をしていただきたい。 

1-13 工場は兵庫県内にあるが、本社は県外になる。応

募可能か？ 

本事業を主に行う事業所が県内にあり、県内での雇用を予定していれば申請可能である。 

1-14 補助事業の実施が、県内と県外に分かれる場合は

応募可能か？ 

事業の主たる実施場所が県内であれば申請可能。県外の事業所で発生する人件費の計上も可能で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２．雇用目標に拘る質問 

 質問 回答 

2-1 雇用目標に記載可能な新規雇用は正社員に限りま

すか？ 

正社員（直接雇用する、雇用期間に定めのない社員）の雇用が対象になります。 

本補助金でいう正社員とは以下の 4つの要件をすべて満たす者のことをいいます。 

① 期間の定めのある労働契約を締結する労働者でないこと。 

② 派遣労働者でないこと。 

③１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労働者の１週間の所定労働時間と同一

のものとして雇用される労働者であること。 

④ 労働協約又は就業規則その他これに準ずるものに定めるところにより設けられた通常の労働者

と同一の賃金制度が適用されている労働者であること。 

2-2 派遣社員を受入れた場合や、アルバイト・パート

の採用は新規雇用になりますか？ 

派遣社員の受け入れは雇用にはなりません。 

アルバイトやパート社員の採用も、補助事業の新規雇用とは認められません。 

2-3 勤務日数の少ない社員の採用は新規雇用になりま

すか？ 

既に正社員として雇用している人と同じ日数の以上の勤務であることが必要です。 

例えば、既に週３日勤務の正社員を雇用されている会社では、同じ日数以上勤務する方の採用が新

規雇用と認められます。 

2-4 アルバイト・パート社員の正社員転換は新規雇用

になりますか？ 

派遣社員を正社員として雇用した場合は新規雇用

になりますか？ 

新規雇用としてカウントできます。 

 

新規雇用としてカウントできます。 

2-5 新規雇用者は補助事業に従事する必要があります

か？ 

補助事業に関係して新規雇用者が採用されることが必要です。新規雇用者が、直接補助事業に従事

する必要は有りませんが、関係性（例えば、補助事業に従事する社員の従前の業務を担当するな

ど）の説明ができることが必要です。 

全く関係性のない場合は、雇用数としてはカウントできません。 

不明な場合は個別にお問い合わせ下さい。 

2-6 新たに役員に採用した場合、新規雇用になります 役員（取締役）は、被雇用者ではないので、雇用とは認められません。 



 か？ 

2-7 新規雇用（例えば 2名）した一方で、以前からの

社員が退職（例えば 1名）した場合の雇用人数

は？ 

新規雇用の人数が雇用者数となります。（退職者を差し引く必要なし） 

例でいうと、2名の雇用となります。 

2-8 雇用人数としてカウントした人が、別の事業所に

転出した場合は問題無いか？ 

一定期間補助事業との関係性が説明できる状態にあった後の転出であれば問題無い。 

2-9 雇用人数に外国籍の従業員をカウントできます

か？ 

正社員として採用したのであれば OKです。 

 

 

  



 

３．経理的なことに係る質問 

 質問 回答 

3-1 申請時に見積を添付することになっているが、ど

こまでの項目に必要か？ 

見積書は補助事業の主な経費項目について添付いただくのが望ましい。価格表でも可。事業の経費

額の妥当性を判断する目的で見ます。 

3-2 ロボットを導入する場合に、自社で開発する周辺

機器の材料・部品の購入費は補助対象となります

か？ 

補助対象の事業費（材料費）です。 

ただし、当該機器を完成状態で購入する場合には補助対象外の事業費（備品費）とみなされます。 

3-3 複数年に渡るリース期間のリース料を事業費とし

て計上可能か？ 

交付決定通知〜事業終了までの期間のリース料が事業費として計上できます。 

3-4 ロボットを導入する場合、ロボットのメーカーか

らロボットの使い方を指導してもらう費用は何に

なりますか？ 

補助対象の事業費（外注費）となります。但し、見積書、請求書等の書類で指導に関わる費用が特

定できる必要があります。 

ロボット本体の費用と区別できない場合には、補助対象外の事業費（備品費）として取り扱いま

す。 

3-5 交付決定後に事業の予算配分が変更になった場合

はどうなりますか？ 

科目（人件費、補助対象の事業費、補助対象外の事業費）間の予算額が、補助金額の２０％以上、

又は 50万円以上変動した場合には、速やかに NIROに連絡して「補助金交付決定内容変更承認書」

を出してください。なお、変更内容によって補助金交付決定額に変動が出る場合があります。 

3-6 

 

補助事業に必要な研修の参加費用は補助対象の事

業費になりますか？ 

補助対象の事業費となります。教育を外部の業者に委託するので、外注費となります。 

3-7 

 

人件費の計算方法、認められる範囲を教えてくだ

さい。例えば、賞与の取り扱いはどうなります

か？ 

実績報告の際には、人件費額は健保等級により決まる時間単価に、補助事業への従事時間を乗じて

人件費を計算します。賞与がある場合には、賞与ありのケース用の時間単価を使用します。 

なお、交付申請の段階では、月例賃金＋賞与の月割り分を 1カ月間の人件費とみて、当該社員の従

事時間を考慮して人件費を算出しても構いません。 

3-8 

 

クレジットカードによる支払は認められるか？ 原則的には認められない。 

ただし、インターネットでの購入等でクレジットカード払いでなければ支払いできない場合は認め

る。この場合、会社名義のクレジットカードを使い、以下の証憑を残してください。 

   ①クレジットカード支払い時の控え 



   ②カード会社からの請求明細  

   ③カード会社への振込証明 

3-9 

 

従業員による費用の立替払いは認められるか？ 原則として立替払いは行わず、企業として費用を支出するようにしてください。 

3-10 

 

国内/海外ネットショップでの物品購入では見積

書(社印のあるもの)の入手が困難です。 

インターネット等の価格提示に関しては、価格表示画面のコピーを見積書としてください。 

3-11 

 

見積依頼をメールで行ってよいですか？その場合

の証憑はメールを印刷したものでよいですか？ 

見積依頼をメールで行い、そのメールを印刷したものを証憑として可です。この場合は見積書は書

面で受領してください。 

見積を依頼する場合は、方法によらず（メール、書面とも）、必要な情報（引合品名称、仕様、引

合数量、取引に関わる諸条件）がきちんと記載されているようにお願いします。 

3-12 例えば９万円（10万円未満）のパソコンは税法上

資産ではないが、これを 10台購入した場合の 90

万円は、補助対象の経費となるのか？ 

パソコンのように単独で機能を発揮し、補助事業とは別の目的で使用できる機器については、10

万円未満であっても補助対象外の事業費（備品費）として取扱います。 

扱いが不明な場合は、個別に問い合わせてください。 

3-13 ソフトウェアの取扱いは？ パッケージソフトを購入する場合は補助対象外の事業費（備品費）として扱います。ソフトを開発

する場合には補助対象の事業費（外注費）として扱います。パッケージソフトをカスタマイズする

場合には、パッケージ分とカスタマイズ費用に分けて、それぞれ備品費、外注費となります。 

3-14 消費税が８％から１０％に変更になるが、どのよ

うな対応をすると良いか。 

個々の購買にあたって、予想される消費税額に基づき計算をして下さい。 

注記：本 Q＆A集は、補助金制度説明会（２０１９年４月１７日）での質疑応答と、昨年度受けたご質問・個別の問合わせの中から、申請を検討中の皆様の

参考になると思われるものを掲載しております 

以  上 


